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ソロプチミスト

(Soroptiinist)

緊急性

(Urgent Nature)

年

(Year)

SI(国際ソロプチミスト)Limited

クラブの個々の会員

理事会による協議、決定を要する事項で、最終議事 日程発行

時には予見できなかつたもの

グレゴリオ暦の暦年
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第 1部   SI(国際ソロプチミスト)Limitedの 目的と責務

1.l   SI(国 際ソロプチミスト)Limited(SIと 称す)は 、世界中の連盟を 一つにまとめるために設立さ

れた非営利組織である。SIは、定款の 2項に提示されている目的を推進し、定款の 3項に提示されてい

るその権限を通じて、SIがその国際的影響力を明示する仕組みを提供するために、戦略的に計画を立て

る。

1.2   SIの 目的を推進し、計沢1日∫能な国際的影響力を確保するために、4年間の戦略的計画を設

定し、毎年見直しと更新を図る。

1.3 SIは 、その構成員が、国際連合、国連機関、SIとその構成員が認定されている国連の専門機

関および、SIが提携する機関において、共通の同意済みの課題について代弁することを奨励する。

14   SIは 、少なくとt)4年に一度、単独または構成連盟との提携により、大会を開催する。

15 SIは、そのエンブレムを保護するとともに、連盟とクラブにエンブレムを使用する権利と、ソロブ

チミストのエンブレムを保護する義務を与える。

1.6   SIは、その構成員によって定められた場所に本部事務局を維持する。

第 2部    SI E=載 員
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2.4   SIの構成員になることを望む新しい連盟は、3か国以上の少なくとも 100クラブで構成され、

少なくとも2′000人のソロプチミスト会員を含んでいなければならない.また、構成連盟になるにふさわしい

として理事会の承認を受けるために、その規約の取り決めを SIに提示しなければならない。さらには、そ

の連盟が財政、運営の両面で今後も自立していけるという証拠を示さなければならない。

2.5

26

連盟として申請し承認を受けるための手続は、理事会によつて決められる。

SIに は、各連盟がどのように編成、運営、管理されるべきかを指示する権限はない。



2.7   連盟は、自分たちの名称の一部として「SorOptimist lnternational(国際ソロプチミスト)」 の語

を使用するとともに、同様の使用権を連盟内のクラブ、ユニオン、リジョン、ネットワーク、ナショナル・アソ

シエーションに与える法的権利を持つ。

第 3部   構成員の責務

3.l   SIの構成連盟は、SIの 目的、ポリシー、見解声明文および SIの他の文書に則って行動しなが

ら、連盟の会員の文化的に適切でユニークなニーズに従って、組織、運営、管理することができる。また、

同様の行動を取るクラブにのみ「SorOptimist lnternational(国 際ソロプチミスト)」 の名称使用が認められ

るようにする。

3.2 構成連盟は、会員や国際的パートナーシップの世界的なネットワークを通じて、女性と女児の

生活を変えるために、行動を鼓舞し機会を作り出す。また、「提唱マニュアルJに記載された条件の下で、

国際連合の経済社会理事会の諮問資格を求めることができる。

33   構成連盟は、SIの 目的または連盟の目的の推進のために、必要性または有用性に応じて、

必要または有用なときに、他の構成連盟と多連盟間協定を結ぶことができる.

3.4   構成連盟はそれぞれが、自分たちの規約に従って、SIの全体会合 (ACM、 ECM、 GM)に 出

席するまたは電子投票によつて表決するための認定代表者を、それぞれの議事 日程または電子投票の

通知の公表日から7日 以内に任命する。

3.5 細則の 8.1部 と8.44部 により、構成連盟はそれぞれが、理事会の理事を任命する.それぞれ

の理事は、2年間の任期で任命される。毎年 9月 30日 までに、各連盟は、理事の辞任または新たな任命

について総務役に正式に通知する。

3.6   構成連盟は、通常は年次理事会会合開催時に、年次報告書をSIに提出する。

3.7   構成連盟は、毎年 6月 30日 現在の国別のソロプチミスト会員とクラブの数に関する年次統計

報告書を提出する。その報告書は、毎暦年の 7月 7日 までに本部事務局に送付する。

第 4部   会合

4.1   全体会合

4.1.l  AGM(年 次全体会合)は、定款の 9.9項 に述べられた目的のために毎年開かなければならず、

会合の閉会時には、次回のACMの開催予定日が決められなければならない。

4.1.2. AGMの 招集状は、定款の9.1項 に定められた通り、最終議事 日程にSI年次報告書、SIの計

算書類などの補足資料を添え、処理すべき議題を具体的に記載し、会合の正味日数で28日 前に公表さ

れる。構成連盟が代表者を任命したならば、SI国際本部局長 (GED)は、その認定代表者に、SI年次報

告書、SIの計算書類、最終議事 日程、補足資料を送付する。

4.1.3  構成連盟と理事は、4.12と 5.2部 一 決議 に記載の、ACMでの協議、決定のための理事会

資料を提出することができる。

SI細則最終版 2018年 11月
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4.1.4  定款の9.10項にあるように、ACM以外の全体会合は、理事会によっていつでも招集すること
ができる。

4.1.5  議事 日程への追加は、出席し且つ表決するSIの構成員の 75%の賛成投票により、会合の開
始時に行うことができる。

4.1.6  構成員の認定代表者は、認定代表者の全体会合への出席が妨げられる状況にある場合は、
定款の9.1項に従つて代理人を任命することができ、緊急事態によって認定代表者が全体会合に出席で

きない場合は、所属連盟が、代わりに出席する代理人を任命することができる。

4.1.7  各会合に適用される手続規貝Jは 、当該会合の議事 日程に具体的に述べられる。

4.1.8  各会合では議事録が取られ、その草案は、会合の日から正味日数で 28日 以内に全出席者
に配布される。コメントは、会合の日から正味日数で 56日 以内に送るものとし、議事録は、会合の日から
正味日数で120日 以内に、その出席者による投票によって承認されるものとする。会合は、議事録の作成
を助けるために、電子的に録音することができる。そのような録音は、議事録が承認された後に破棄するc

4.1.9  議事録、会合の概要、報告書は、構成連盟が入手できるようにすることができるc会合議事録
と報告書の概要は、SIのウェブサイトの理事会メンバー専用のエリアに掲載することができるc

4.1.10  下記の者は会合に出席することができる:

・   構成連盟の認定代表者

・   理事
O  SI会長エレクト
O  SI直前会長

・   SI手続コンサルタント

・   総務役
O  GED
O  監査人
0  連盟の本部局長または同等者

理事会の裁量により認められたその他の人 (役職保持者、SIおよび/または連盟のその性の複雇用者、
アドバイザーを含む)

42   理事会会合

4.2.1  理事会会合は、定款の11項に定められた目的のために毎年少なくとも1=雪催するc定款の
11.3項により、理事会会合は、対面でも電子的手段によってでも構わない3

422  理事会会合の招集状は、処理すべき議題を具体的に記載し、最終の議事日程とSIの年次報
告書、計算書類などの補足資料を添え、会合開催 日の正味日数で28≡ 言 i二

=さ
れる3

4.2.3  最終の議事 日程と補足資料は、会合開催 日の正味日数で盤 ≡歳 i二公表される。

SI糸日貝」最終‖反2018年 11月
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4.2.4  議事 日程への加除は、出席し且つ表決する理事の過半数の賛成投票により、会合の開始時
に行うことができる。

4.2.5  各会合の議事 日程には、定款の11項に従つて実施される会合に適用される手続規則が具体
的に述べられる。

4.2.6  各会合では議事録が取られ、その草案は、会合の日から正味日数で 28日 以内に全出席者
に配布される。コメントは、会合の日から正味日数で 56日 以内に送るものとし、議事録は、会合の日から
正味日数で120日 以内に、その出席者による投票によって承認されるものとする。会合は、議事録の作成
を助けるために、電子的に録音することができる。そのような録音は、議事録が承認された後に破棄する。

4.2.7  議事録、会合の概要、報告書は、構成連盟が入手できるようにすることができる。会合議事録
と報告書の概要は、SIのウェブサイトの理事会メンバー専用のエリアに掲載することができる。

4.2.8  下記の者は会合に出席する:

・   理事
0  会長エレクトが就任するまでの直前会長
0  会長エレクト
O  SI手続コンサルタント
O  SI総務役

・   そして、理事会がその時々に同意した次の人たち :

O  SI直前会長 (会長エレクト就任後)

O  SIアシスタント提唱ディレクター
0  理事ではない SI委員会メンバー
O  CED
O  監査人

・   連盟の本部局長または同等者

その他にも、他の役職保持者、連盟のプログラム・ディレクター、sI大会委員長、SIと構成連盟の被雇用
者とアドバィザーなどが含まれるが、これらに限られるわけではない。

4.2.9  連盟会長は、所属リジョンの費用負担で、対面の理事会会合にオブザーバーとして出席する
ことが認められる。

4.3   理事会会合の非公開審議セッション

4.3.1  機密事項を扱うときは、会合は非公開審議セッションで招集される。機密事項には、職員の配
属、懲戒処分、法律・業務上の重要問題、理事会にとってデリケートと見なされるその他の事項があるが、
それらに限られるわけではない。

4.3.2  非公開審議セッションは、理事会会合に適用される手続規則に従って実施される。

4.3.3  理事は、話し合われる事項に関して利害の衝突がない限り、いかなる理事会会合の非公開審
議セッションにも出席する。

4.3.4  対面会合で非公開審議セッションに入る前に、そうするための動議が、過半数の票によって
可決されなければならない。

SI細則最終版 2018年 11月
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4.3.5  会合が非公開審議セッションで開かれるときはいつでも、4.3.3によるところの理事、特別に招
かれた人、理事会が必要と判断した被雇用者や職員は会合に残る。それ以外の人は全員、退出させら
オЪる。

4.3.6  非公開審議セッションに出席する資格や許可が与えられているいかなる人であれ、その非公
開審議セッションで起こったどのようなことも、暴露することは道義上あってはならない。非公開審議セッ
ションの守秘義務を侵した人は、譴責を受ける可能性がある。

4.3.7  非公開審議セッションの議事録は書面で記録され、会合の議長によって指示された期限内に、
指示された人にのみ配布される。この議事録が読まれそれに基づいて行為が取られるのは、話し合いの
中で述べられたことではなく、取られるべき行為が、機密事項でなかったり、機密性が理事会によって取り
除かれたりしていない限り、非公開審議セッションにおいてのみでなければならない。会合のいかなる録
音も会合の議長の指示により破棄されるが、議事録の承認時より遅くならないものとする。

4.3.8  非公開審議セッションの議事録の承認の審議を、その目的のためだけに開催された非公開
審議セッションで行わなければならないときには、後者の会合の簡単な議事録は、その会合で承認される、
またはそのように見なされる。

4.39  非公開審議セッションで審議されるすべての項目とプレゼンテーションは、理事会会合の議
事 日程上では一っにまとめられる。議事 日程上では各案件に不特定の名称を用い、プレゼンテーション
は公開されない。非公開審議セッションの項目は、“十"または他の何らかの識別符号を付けるべきである。
承認議題から取り出された、非公開審議セッションの印の付いた項目は、他の非公開審議セッションの項
目と一つにまとめられる。電子的会合への参カロ者の確かな判別方法がない限り、その会合でいかなる非
公開審議セッションの文書や事項についても話し合うべきではなく、参加者の身元が明らかに特定できる
か、対面会合での次回の非公開審議セッションでの審議に延期するべきであるc

4.3.10  誰が非公開審議セッションに残るあるいは出席するよう依頼されるのかの決定は、その会合の
議事 日程に記録されるべきである。

4.3.11  非公開審議セッションのための文書類はすべて、当該会合の前に電子的に回覧されるものも
含め、cOttidential(丸 秘)が付記され、当該セッションの参加者のみが閲覧できるようにされる。そのよう
な文書を受け取ったすべての人は、会合後もその文書の機密性が守られるようにする。

4.3.12  非公開審議セッションで同意された決議は、例えば職員の給料といったデリケートな性質を帯
びたものでない限り、その次の理事会会合で議事録に記載されるべきである。

第 5部 ガバナンス

Q.

5.1 SIの公式言語は英語である。

決議

年次全体会合に上程する決議は、連盟の認定代表者を通じて、連盟によって提出することが

52

5.21

できる。

522  理事会会合に上程する決議は、理事、役職保持者、委員会委員長を通じて、連盟によって提
出することができる。

SI細則1最終版 2018年 11月
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5.2.3  年次全体会合または理事会会合で協議する決議は、会合の正味日数で 56日 前までに書面
で提出しなければならない。決議のリストは会合の正味日数で 28日 前に配布され、招集状に含められ
る。

5.2.4  緊急性を帯びた決議は、理事会の同意を得て、理事会会合中に即時に提出することができ
る。

5.3   表決

5.3.1  表決は、定款の 9.5項、11.5項 、17項に記された規定に従い、挙手または投票によって行わ
ねυる。

5.3.2  電子投票が用いられる場合は、SI本部は、投票用紙および、締切 日とその投票に関連した英
国時間を含んだ情報を、その投票で表決する資格のある全員に送付する。

5.3.3  投票による表決には、通常、正味日数で営業日10日 間の期限が設けられる。

5.3.4  定款の改正は認定代表者の全体会合で、細則に関しては、理事会会合で審議されるべきで
あるc

定款か細則のいずれかの改正案は、定款の改正に関しては認定代表者の、細則の改正に関しては理事
の同意があった場合、電子投票による表決のために回覧することができる。
定款の改正日ま、認定代表者の 75%の賛成が必要である。投票が細則改正のためのものである時には、
理事の過半数 i二よる賛成が必要であるc

5.3.5  表決が挙手によるとき|ま 、出席している認定代表者または理事の単純過半数による賛成が
あつた場合可決されたと見なされるニ

5.3.6  表決が投票によるときは、投票資格のある認定代表者の過半数または理事の過半数による賛
成があった場合可決されたと見なされる。案件または電子投票に関するコメントは、返送される投票用紙
が添付される返信 Eメールに書くべきで、表決が無効となるため投票用紙には書くべきでない。「ロバート
議事法」は、そのような表決を違法表決と呼んでいる。

5.3.7  投票が選挙に関るものでないときには、結果には、賛成、反対、棄権、不着の票数と最終結
果を表示するすが、表決者の氏名、表決した方法、受け取ったコメントは表示しない。

5.3.8  対面会議または電子投票のいずれかで実施された選挙はすべて内密とする。表決する人の
氏名や署名は、いずれの投票用紙にも投票結果にも現れない。

5.3.9  GEDお よび、sI会長の任命を受けた、理事、連盟のコンサルタント、認定代表者、表決の議
題になっている人物ではないもう一人の別人が、電子投票の結果を記録する。結果は安全な形で SI会
長に渡され発表される。

5.3.10  最少 2人の認定代表者または6人の理事は、GEDが電子投票を一時停止し、電子投票が再
開される前に更なる明確化や追加の話し合いができるように求めることができる。GEDは、電子投票が一
時停止されていることを表決資格のある全員に通知し、表決を再会する前の話し合いの期限と、変更後
の電子投票の締め切り日を伝える。電子投票が行方不明になった場合は、その決議について再表決すべきかどうかに関して決定される前に、さらなる話し合いが持たれる可能性がある。

SI細員J最終版 2018年 11月
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第 6部   大会

6.l   SIは、少なくとも4年に一度、単独または構成連盟と協力して大会を開催する。

6.2

63

大会の開催地は、連盟間の輪番制とする。

理事会は、大会の委員長を通じて大会を監督する。委員長は、大会のホスト連盟により推薦さ

れ、SIの理事会の承認を受けるものとするc

6.4 理事会は、大会関係の契約への署名者を承認する。

6.7

6.8

6.9

ようにする。

6.5   登録料および払い戻しポリシーを含む大会の予算は、大会の少なくとも12か月前に理事会の

承認を得る。

6.6   大会は、独立採算が期待される。大会の剰余金はすべて、SIにもたらされるものとする。大会

で欠損が出た場合には、SIは、不足を埋めるために一般予備金から必要な資金を提供する。

理事会は、大会に付随するリスクが適切に管理され、適切な保険が掛けられるようにする。

GEDは、大会に付随するリスクに関して理事会にアドバイスしなければならない。

大会の実施、管理、運営は、優れた会計基準に従い、「SI大会マニュアルJのもl定内に収まる

t_

第 7部   認定代表者、理事

認定代表「 l爵罪不チる構成連盟を代表し、AGMにおいてその代理として行為を取るc

7.2   理事

7.2.1  理事には、本細則の「用語の説明」および定款の10.1項に明示された責任がある。

晰 虜鮮 鰭 メ リ爾 オ]響 ぎ べ 尤 又 馳 熙 鮮

妄

sIは、理事のために賠償責任保険を提供する。

第 8部   理事、役職保持者

役職保持者を務めることはできない。

SI細則最終版 2018年 11月
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8.2   sIは 、理事のために賠償責任保険を提供することに加え、役職保持者が同時に理事であるか
どうかに関係なく、すべての役職保持者のために賠償責任保険を提供することを検討する。

8.3   役割、責任

8.3.l  sI会長

8.3.1.l  SI会 長は SIの理事であり、SIのポリシーと提唱の既定の枠組みの中でSIを代弁する。SI会
長は、国際レベルでの他の国際組織との交渉のための、SIの代表者である。

8.3.1.2  SI会 長は、SIの最高経営責任者を務めることによりその業務の運営を指揮し、SIから任じられ
「役割と責任マニュアル」に詳述された、本役職に関係する任務を遂行し、また、職権上のメンバーとして
あるいは理事会からの任命を受け、大会委員会およびその他の委員会に加わる。

8.3.1.3  SI会 長は、要請があれば、以下のボランティア職を任命することができる:SI手続コンサルタン
ト、運営アシスタント、SI人事リエゾン、広報リエゾン、SI投資リエゾン、理事会の承認による他の役職。そ
れぞれの被任命者は、「役割と責任マニュアル」に詳述された、自己の職の任務を遂行する。

・
  8.3.2.SIトレジャラー

SIトレジャラーは SIの理事であり、SIの財務を監督し、財務委員会および、SIからの任命を受け他の委
員会のメンバーを務め、SIから任じられ「役割と責任マニュアル」に詳述された、本役職に関係する任務
を遂行する。

8.3.3  SI直前会長
SI直前会長は、「役割と責任マニュアル」に詳述された、本役職に関係する任務を遂行し、大会委員会お
よび、理事会からの任命を受けた他の委員会に加わる。

8.3.4  SI会長エレクト
SI会長エレクトは、「役割と責任マニュアルJに詳述された、本役職に関係する任務を遂行し、職権上のメ
ンバーとしてあるいは理事会からの任命を受け、その他の委員会に加わる。

8.3.5  SI提唱ディレクター

SIDAは SIの理事であり、「役割と責任マニュアル |に詳述された、本役職に関係する任務を遂行し、提
唱委員会および、理事会からの任命を受けた他の委員会に加わる。

8.4   選挙、選考

8.4.l  SI会長

8.4.1.l  SI会 長は、規定の輪番順に従って選出される。ある連盟が、この役職を任命する自分たちの
順番を放棄しても、規定の輪番順に影響はない。SI会長の職は、以下の順序で、連盟間で輪番される:

SI細則最終版 2018年 11月
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O SIA
O  SIGBI
O  SISVVP
O  SIE

8.4.1.2  次 2年期の SI会長は、毎偶数年の 3月 31日 までに所属連盟内から指名される。当人が SI

会長エレクトとして同年 7月 1日 までに同職に従事できるようにするために、その指名は、続く5月 31日

までに理事会によつて承認される。選出の候補者は、その時からさかのぼって 10年以内に、連盟会長、
SI提唱ディレクター、SIアシスタント提唱ディレクター、ボランティアの連盟プログラム・ディレクターのいず
れかとしての任期を満了していなければならない。会長を出す権利のある連盟に適格な候補者がいない

場合は、当該連盟はその順番を放棄したものと見なされてその次の順番に当たる連盟が 90日 以内に被
指名者 1名を提出する。連盟は、適格な候補者がいない場合は、遅くとも毎奇数年の 12月 1日 までに

SI本部に知らせ、次の連盟が被指名者提出の連絡を受けられるようにすべきである。

8.4.2   SIト レジャラー

SIトレジャラー職の募集は、6月 1日 (SIの 2年期末の少なくとも18か月前)に、職務概要や人物要件と

共に SIウェブサイトの会員セクションに掲載されるc

応募書類は、8月 31日 までに、SI本部の GEDへ電子的に返送しなければならない。SI理事会の任命
による委員会が、理事会による選挙に付す候補者を選ぶ3選考委員会は、各連盟からの 1人の代表者と、

委員長としてのSI会長エレクトで構成されるc選考委員会の活動は、その任命で開始し、応募者に望まし
い選考の順位を付けた報告書によって終了するこ

SIトレジャラーは、任命された最初の任期中に、さらに 2年間のこの役職への選考に応募することができ

る。

同年の 11月 30日 までに、選考委員会|ま 、自分たちの選考を理事会に報告し投票で承認を得られるよう
にする。投票結果は分かり次第発表され、候補者は、1月 1日 にトレジャラー・エレクトの職に就き、SIトレ

ジャラー・エレクトが SIトレジャラーと協力して活動できるよう丸 1年が与えられる。

8.4.3  SI提唱ディレクター

SI提唱ディレクター (SIDA)職 の募集 |ま、次の 2年期の始まる前年の2月 1日 に、職務概要や人物要件
と共に SIウェブサイトの会員セクションに掲載される。

応募書類は、その年の3月 31日 までに、SI本部のGEDへ電子的に返送しなければならず、同日までに、
SIDAの職に就く人物を選ぶための委員会が理事会によって任命される。

選考委員会は、各連盟からの1人の代表者と、委員長としてのSI会長エレクトで構成される。選考委員会
の活動は、その任命で開始し、応募者に望ましい選考の順位を付けた報告書によつて終了する。

SIDAは 、任命された最初の任期中に、さらに2年間のこの役職への選考に応募することができる。
同年の 5月 31日 までに、選考委員会は自分たちの選考を理事会に報告し投票で承認を得られるように

する。投票結果は分かり次第発表され、承認されれば、新たに選ばれた人は同年の7月 1日 にSIDAエ
レクトの職に就く。

8.4.4  連盟の任命による理事

SI糸日則最糸冬版 2018年 11月
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細貝Jの 8.1部に含まれた資格に関する制限により、また定款の10.2(b)項 に従い、各連盟は、理事会に加
わる2人の理事を任命する。各理事は 2年間務め、任命した連盟の裁量により、三度 目の 2年任期に再
任される可能性がある。連盟が指名したそれぞれのペアの理事の任期に重なりができるように、毎年 1人
の理事が任命される。

8.5   任期

8.5.l  SI会 長の任期は、2年間または後任者が同職に就くまでとするc

8.5.2  SI直 前会長は、会長職を退いた時から、SI会長エレクトが sI会長エレクトの職に就くまで、同
職を務める。

8.5.3  SI会 長エレクトは、会長に就任するまで同職を務める。

8.5.4  トレジャラーの任期は 2年間とし、選考委員会の推薦を受け理事会よって再任された場合、さ
らに 2年間務めることができる。現職者が再任の検討を受けるためには、募集が公示されたときに応募し、
理事会による任命の適任者として選ばれなければならない。

8.5.5  SIDAの任期は 2年間とし、選考委員会の推薦を受け理事会よって再任された場合、さらに 2
年間務めることができる。現職者が再任の検討を受けるためには、募集が公示されたときに応募し、理事
会による任命の適任者として選ばれなければならない。

8.5.6  連盟の任命による理事の任期は 2年間とし、連盟の裁量により、再任された場合、さらに 2年
間務めることができる。

8.5.7  SI会長、SIトレジャラー

日にそれぞれの職に就く。

、SIDA、 連盟の任命による理事は、選出または指名の翌年の 1月 1

8.5.8  SI会 長エレクトは、選出された年の7月 1日 に同職に就く。

8.6   職務遂行不能、空席

86.l  SI会 長が一時的に職務遂行不能となった場合には、SI会長エレクトが、sI会長エレクトがまだ
就任していない場合は SI直前会長が、その一時期間 SI会長の職務を代行する。

SI会長が一時的にSIの理事の役 目を務められなくなった場合には、当人が、SI直前会長をその一時期
間の自分の代理理事に任命する。

8.6.2  SI会長エレクトが一時的に職務遂行不能となった場合には、SI会長は、関係する連盟の会長
と協議した後に、SI会長エレクトの所属連盟から、その一時期間SI会長エレクトの職務を代行する人物を
任命する。

8.63  SIト レジャラーが一時的に職務遂行不能となった場合には、SI会長は、理事会と協議した後
に、財務委員会から、その一時期間 SIトレジャラーの職務を代行するメンバーを任命する。
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SIトレジャラーが一時的にSIの理事の役目を務められなくなった場合には、当人が、SIトレジャラーとして
の自分の職務を一時的に代行するようSI会長によって任命された財務委員会のメンバーを、その一時期
間の自分の代理理事に任命する。

8.6.4  SIDAが一時的に職務遂行不能となった場合には、SIアシスタント提唱ディレクター (sIADA)
が、その一時期間 SIDAの職務を代行する。

SIDAが一時的に SIの理事の役 目を務められなくなった場合には、当人が、SIADAをその一時期間の
自分の代理理事に任命する。

8.6.5  SI会 長または SI会長エレクトの職の空席は、離職した役職保持者がクラブ会員であった連盟
から提出され、理事会の承認を受けた被指名者によって、理事会が補充する。

8.6.6  連盟の任命による理事が一時的に職務遂行不能となった場合には、任命をした構成連盟は、
定款の11.11項に従つて、代理理事を任命することができる。

8.6.7  それ以外の、選出または任命による役職の空席は、理事会が補充する。

第 9部   提唱の任命職

9.l   sIアシスタント提唱ディレクター

9.1.l   SIアシスタント提唱ディレクターは、SIDAを支え、三役割と責任マニュアル」に詳述された職務
を遂行する。

9.1.2  SIアシスタント提唱ディレクター (SIADA)職の募集は、次の 2年期の始まる前年の 2月 1日
に、職務概要や人物要件と共に SIウェブサイトの会員セクションに掲載される。

応募書類は、その年の3月 31日 までに、SI本部のGEDへ電子的に返送しなければならず、同日までに、
SIADAの職に就く人物を選ぶための委員会が理事会は って任命認 る。

選考委員会は、各連盟からの1人の代表者と、委員長としてのSI会長エレクトで構成される。選考委員会
の活動は、その任命で開始し、応募者に望ましい選考の順位を付けた報告書によって終了する。

SIADAは、任命された最初の任期中に、さらに2年間のこの役職への選考に応募することができる。

同年の 5月 31日 までに、選考委員会は自分たちの選考を理事会に報告し投票で承認を得られるように
する。投票結果は分かり次第発表され、承認されれば、新たに選ばれた人は同年の 7月 1日 に SIADA
エレクトの職に就く。

9.1.3  SIADAの 任期は2年間とし、選考委員会の推薦を受け理事会よって再任された場合、さらに
2年間務めることができる。現職者が再任の検討を受けるためには、募集が公示されたときに応募し、理
事会による任命の適任者として選ばれなければならない。

9.2   国際連合代表

9.2.l  SIは 、国際連合、国連機関および SIが認定されている国連の専F5機関に代表を派遣する。
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9.2.2  国際連合、国連の関係機関、いずれかの連盟に存在する国連の特別プログラムヘの国連代表、デレゲート、ォブザーバーは、「任命された国連代表マニュアル」に記載された手続に従って任命され、その任命は理事会の承認を受けるものとする。

9.2.3  定款の 3.2項 に従って任命されたすべての国連代表は、定期的および関連マニュアルに記載されたその他のときに、または理事会の要請により、SIを代表して簡潔な報告書を提出する。

9.2.4  国連代表の活動はSIDAによって調整され、国連代表は、「任命された国連代表マニュアルJに詳述された、本役割に関係する任務を遂行する。

9.3   特別のデレゲート、派遣団
SI会長とSIDAの 共同勧告によって、「提唱マニュアルJ内 に詳述のプログラム活動に関連した事項について SIを代表するために、大きな重要性を持った特別の国際連合またはその他の国際的な会議のために、デレゲートまたは派遣団を任命することができる。

第 10部   委員会

10.1   定款の 122項により、理事会は、委員会 (本細則 3ページの「用語の説明」に述べられているように、実際には理事会の小委員会である)を設置する権限を持つ。次の委員会を置くものとする:財務、ガバナンス、コミュニケーション、提唱、SI会長アピール、大会。

102   これらの委員会とその委員長の責任は、「役割と責任マニュアル」に詳述されている。

10.3   理事会は、必要と見なされた場合、理事会の指示による任務を遂行する追加の委員会、特別委員会、短期間の作業グループを設置することができる。

10.4  構成

10.4.l  sI会 長は、lo.1お ょび lo.3に述べられた委員会の職権上のメンバーとなる。SI直前会長かSI会長エレクトのいずれかは、lo.1に 述べられた委員会の職権上のメンバーとなる。

10.4.2  財務委員会は、2人の理事 (そのうちの 1人は、理事会によって委員会の委員長に任命される)、 SIト レジャラー、GED、 理事会がその時々に任命する他の人物で構成される。

10.4.3  ガバナンス委員会は、少なくとも4人の理事 (そのうちの 1人は、理事会によって委員会の委員長に任命される)、 SI手続コンサルタント、理事会がその時々に任命する他の人物で構成される。

10.44  コミュニケーション委員会は、3人の理事 (そのうちの 1人は、理事会によって委員会の委員長に任命される)、 SIコミュニケーション・マネージャー、理事会がその時々に任命する他の人物で構成される。

10.45  提唱委員会は、委員会の委員長を務めるSIDA、 1人の別の理事、SIADA、 構成連盟の指名による4人の人物 (連盟ごとに1人を指名 )、 SI提唱マネージャー、理事会がその時々に任命する他の人物で構成される。

SI細則最終版 2018年 11月
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磐菫子理事会倉馨層ごけだ樺ネη電電Z賜[麒毀¨奨醜曇鯖 咆曇余継写る。

豚F兆委蠍繹 母仄藝邊 亀i総戦Q構

成は、理事会によって決められる。そ
10.5   委員会の任期

10.5.1  委員会の委員長およ
び委員会のメンバーのとしての任期は1年間とし、再任された場合さらに1年間の任期を合計 4年間まで務めることができる。

10.5.2  追加の委員会、特別委員会、作業グループの任期は、理事会によって決められる。

喜li鰺 錮 灘 汁 り

を麗彙箋 六 曇予≧縁曇彗曇LTtti宦 鷺 燒

10.54  委員長あるいはメンバーとして委員会に任命された理事は、sIの理事を辞任したときには、直ちにその職位から退くものとする。

10.6   報告

添脅した報喜炉曇0平抒宦詮LT~度
および委員会または理事会が必要と見なした他の時に、勧告をる。報告の仕組みは理事会が決める。

10.6.2  各委員会とその委員長は、「役割と責任マニュアルJに記載の、委任事項を行う。

107

10.7.1

11.1

第 11部   本部事務局、職員

本部事務局

11・ 1・1   本部事務局と職員の目的は、恒久的な住所を提供し、sIの 目的を推進するための活動の継続性を確保し、理事会と役職保持者が自分の役割を遂行するのを助け、情報を集約し、sIの 目的を推進するためのその他のあらゅる活動を支えることである。

11.1.2   本部事務局の職員は、全体会合ならびに理事会会合の運営および、すべての決議に対する表決の運営に責任を負う。

11.1.3   本部事務局は、文書、定款、細則、決定の記録、マニュアル、ポリシー、手続、委員会付託条項、理事会の報告と議事録、監査済み計算書類、年次および 4年期報告を含むあらゅるガバナンス文書、あらゆる出版物のコピー、「ポリシー手続とプログラム」の文書、何らかの文書の改定および、重要性を持つと見なされるその他の文書さらには、永久にアーヵィブに保管すべき歴史的性質を帯びた文書

SI細則最終版 2018年 11月
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の適切なアーカィブを維持する。財務記録は、本部事務局が置かれている国の法律によって求められる
期間保管される。

11.2    堕

112.1 理事会は、本部事務局、その運営およびその職員を管理するGEDを雇用する。

11.2.2   GEDは 、理事会のすべての会合に出席するが、CEDに関する事項が協議されている時
間は席を外す。

11.2.3   GEDは、sIの役職保持者でも理事でもなく、理事会会合に上程された案件についての表
決権は持たない。

11.2.4   GEDは 、まずはsI会長の、その次に理事会の配下にあり、最終的には理事会に対して説
明責任を負う。

11.2.5   cEDは、SI会長および sI人事リエゾンと相談して、常雇用、フルタイム、パートタイム、一
時雇用の従業員を必要なときに雇用し、解雇することができる。

11.2.6   事務局の編成および職員配置に関係したその他のすべての事項は、sIの「雇用マニュアルJおよび「人事ポリシーJに含まれる。

第 12部   財務

12.l    sIの会計年度は、毎年 1月 1日 から12月 31日 までとする。

12.2    各連盟は、毎年 6月 30日 現在のソロプチミスト会員総数に基づく年会費を納入する。会費は、その年の12月 31日 以前に納付するものとし、その日から30日 以内に会費が支払われない場合、その連盟は“適格"でないと見なされる。これは、事実上、その連盟の構成員の地位の停止を意味する。

赫。ヽ徒課倉鷺雛ズfr天暫li憂躙 、
は、その採択から1年を経過しなければ有効とな

は、少なくとも5.00ポンドとする。

12.4    定款の 9。9項は、構成員はACMにおいて当会社のために監査人ではなく独立検査人を
任命できると規定している。

12.5    財務諸表の監査または検査は、利害関係のない第二者によって、毎年、また理事会の指
示によるその他のときに行われる。任命された監査人は、SIの所在国内で現に職業登録をし、開業している会計士とする。

12.6 資金に責任を有する役職保持者、理事、被雇用者は、理事会が決定した額の身元保証
保険に加入するc

127 無
SIの役職保持者、理事、被雇用者は、「財務マニュアルJに記載された条件の下、SIの業務でかかった妥
当な立て替え費用 (交通費、宿泊費など)の還付を受けることができる。

SI細則最終版 2018年 11月
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銀行取引

世界の大手手形交換所組合銀行のいずれもが、大会会計を除く当座預金、普通預金について取引が認
められる。

129 財務に関するその他の詳細はすべて、「財務マニュアル」に含まれている。

第 13部   行動規範、解任、異議申し立て、紛争解決

128

131

13.1.1

行動規範

SIの構成員および理事は、SIの 目的を支持し、それら目的推進のためにSIの力が使われ
るようにし、SI内での自らの役害Jと責任を全うするために“適格"であるものとする。

13.1.2 役職保持者は、SIの 目的を支持し、オープン且つ透明性のあるやり方で自らの役害1と責
任を遂行するものとする。

13.2    に

13.2.l   SIの 構成員

定款の 8.4(d)項 の条件の下、構成連盟は、その目的のために特別に招集された会合で承認された理事
会の決議を受けて、構成員の地位から解任することができる。その決定は、理事の過半数によって行わ
れなければならない。

13.2.2   理事

定款の 10.3(a)項 の条件の下、同項の状況が当てはまった場合の、理事会からの自動的な解任の規定
がある。理事会が同意すれば、行動規範違反によって理事を解任することができるが、そのような解任は、
理事会会合で当該人物に聴間の機会が与えられ、その目的のために特別に招集された会合で理事の
過半数により理事会の決定が行われた後にのみ行われるc

13.2.3 役職保持者

理事会は、SIのために最もよいと判断すればいつでも、本細則に延べられている役職保持者を解任する
ことができる。そのような解任は、理事会会合で当該入物に聴間の機会が与えられ、その目的のために特
別に招集された会合で理事の過半数により理事会の決定が行われた後にのみ行われる。

13.3 異議 中し立て

本細則 13.2.2項 または13.2.3項 により解任の対象となった者は、理事会が設けた裁定委員会に異議申し
立てをする権利を有する。裁定委員会は、関係する個人または構成連盟について忠誠の衝突を持たな
い、SIの 3人の元会長で構成され、その決定は最終的なものとする。

13.4 紛争解決
SI内のいかなるレベルにおいてであれ、当事者間の紛争は、紛争解決手続に従つて処理される。

第 14部   改正

SI細貝」最終版 2018年 11月
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14.1 定款は、SIの III「成員のん%の特別決議によって改正することができる。本細貝Jは 、理事の
過半数の決議によって改正することができる.

14.2

できるc

14.3

定款または本細則の改正は、構成連盟、理事、役職保持者、委員会委員長によって提案

細則改正案は、GEDが理事会に、改正案について正味日数で少なくとも 28日 の通知期

|

間が与えられるようにするために、CED、 SI会長、ガバナンス委員会の委員長にコピーを送付することに
より、その審議が行われる理事会会合の正味日数で少なくとも35日 前に提出する。細則改正案に関する
ガバナンス委員会の報告と勧告は CEDに送付し、GEDは、それらを最終議事 日程とともに理事に転送
する。

14.4    定款改正案は、GEDが認定代表者に、次回の会合で審議される改正案について、正味
日数で少なくとも28日 の通知期間が与えられるようにするために、構成員の会合の正味日数で少なくとも
35日 前にGED、 SI会長、ガバナンス委員会の委員長に送付する。定款改正案に関するガバナンス委員
会の報告と勧告はCEDに送付し、GEDは、それらを最終議事 日程とともに認定代表者に転送する。

14.5    定款または細則の改正は、その採択に先だって構成連盟の認定代表者を通じて構成連
盟によって、または理事会によって別段に規定されない限り、それを採択した会合の終了時にその効力
を発する。

第 15部 議事法権威

定款、本細則、下記の付随マニュアルで特記されていないすべての事項については、最新版「ロバート
議事法」が第一次的法源となる:

提唱

大会

雇用と人事ポリシー

財務

役割と責任

任命された国連代表

2017年 11月 3=SI理事会によって承認

郵便投票 04によって 4,1.3部 承認 -20172019年期 2018年 6月 付け
決議 18によって 4.2.9部 承認 -2018年 9月 8日
3.5、 8。 1、 8.4.4、 8.5、 10.4.3の 各部 -2018年 11月 30日 承認
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ビジネス・企業0規制改革省の「『2006年会社法』によつて修正された、会社取締役と総務役の義務と責

任 GBAl-2009年 5月 第 18版」から抜粋の付属の一般情報

会社取締役の責任

取締役は会社登記所に対して、どのような責任がありますか ?

すべての会社取締役には、「会社法」によつて求められた形で求められたときに、法定書類を提出する個

人的責任があります。これには、具体的には、次のものが含まれます :

・  計算書類

・  年次届出書

・  取締役もしくは総務役、または、取締役もしくは総務役の個人的な詳細情報の変更通知

(フォーム 288a、 288b、 288c)

それに加えて、登記された事務所の変更通知を行うのも、通常は取締役です (フォーム 287)。

上記の変更のいずれについても、WebFilingを通じて、適切なソフトウェア提出パッケージを使ってオン

ラインで、または、紙の書類をこちらに郵送すること|二よつて行うことができます。第 4章では、有限責任会

社が会社登記所に送付しなければならないものの概要を説明しています。

計算書類や年次届出書を会社登記所に提出晩 力つた場合どうなりますか ?

会社の取締役として、期 日までにその書類を提出しないことついて、会社登記所は告訴することができま

す。これは、刑事犯罪であり、有罪判決により、裁判所は取締役に違反ごとに 5′000ポンド以下の罰金を

課すことができます。計算書類の提出が遅れたことについては、会社に別個課される民事上の罰金があ

ります。

会社がもはや事業を行つていないか営業していないと会社登記所が判断した場合には、われわれは、そ

の会社にそれが本当であるのかを確認する書状を送った後に、その会社を登記簿から抹消し解散するこ

とができます。そうなった場合には、その会社の銀行日座や資産を含む全財産は、通常、国家の資産に

なります。会社が解散されたなら、それを登記簿に戻せるのは、裁判所命令によつてのみです。詳細につ

いては、われわれの手引き「抹消、解散、復元」または「抹消、解散、復元 (スコットランド)」 を参照してくだ

さい。

本当に取締役を告訴するのですか ?

はい。平均すると、期限内に会社登記所に計算書類や年次届出書を提出しないことによつて、毎年 1/600

人以上の取締役を告訴しています。法定書類を期限内に提出しないことが度重なると、裁判所が、取締

役が会社の経営に参加する資格を一定期間剥奪する場合もあります。

計算書類の提出が遅れた場合はどうなりますか ?

SI細貝J最終版 2018年 11月
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会社が会社登記所に計算書類を提出するのが遅れた場合、その会社には、自動的に“提出遅延反則金"

が掛かります。金額は、計算書類の到着がどのくらい遅れたかと、その会社が公開会社であるのか私会
社であるのかによります。本章の質問 4で説明されているように 一 この反則金は、裁判所によつて課せ
られる罰金に上乗せされるものです。

提出遅延反貝J金についての詳しい説明は、会社登記所のウェブサイトで入手いただける「提出遅延反則
金」と「計算書類」に関するわれわれの手引きにあります。

計算書類を遅れて提出したり、まったく提出しなかったことの影響は、他にもありますか ?

はいcこのことは、将来のビジネスの機会に影響を及ぼす可能性があります。というのも、潜在的な顧客は、
どの計算書類が未処理であるのかについて無料の情報を提供しているわれわれのウェブサイトを検索す
ることができるからです。提出を怠ったり遅れて提出することは、もしかしたら、会社の信用格付けに影響
を及ぼすかもしれません。

どうすれば告訴や提出遅延反則金を免れられますか ?

計算書類や年次申告書に関してだけでなく、「会社法」で求められている他のすべての書類に関しても、
必ずご自分の会社が期 国内に提出義務に応じるようにしてください。

本来ならば、これはすべて会社の経理担当者がするはずではないのですか ?

会社の経理担当者の責任は、会社が当人と交わした契約によります。しかし、計算書類をはじめとする法
定書類を提出する責任は、全面的に取締役にあります。

会社の計算書類を作成し、必要であれば遅滞なく監査をするために必要な情報を、必ず経理担当者が
揃えているようにさせるべきです。必要な場合には、経理担当者に催促してください。経理担当者の仕事
がはかどっていると思い込まないこと。会社登記所が告訴するのは、経理担当者ではなく取締役です。

なぜ会社登記所はこの情報が必要なのですか ?

有限責任を負って商取引をする恩恵と引き換えに、会社は、自分たち自身について一定の情報を会社
登記所に提供しな:すればなりません。この情報は、一般の人々が、自分が投資をしたり共にビジネスをす
ることを望むかもしれない会社について、詳細な情報を得た上での決断ができるように、調査に利用でき
るようにされます E

会社登記所に提出すべきもの

会社の取締役と総務役には、登記官に情報を提出する責任があります。会社が提出できるフォームには、
200種類以上あります。下記の説明では、会社が最もよく使うことになるフォームや書類のみを扱つていま
す。下記の情報のほとんどは、WebFilingを 通じてオンラインで、または、適切なソフトウェア提出パッ
ケージを使って電子的に提出することができます。詳細については、われわれのウェブサイトを訪れてく
ださい。

1.計算書類
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すべての会社は、商取引を行っているいないにかかわらず、会計記録を保持しなければなりません。そし
て、すべての有限責任会社 (と一部の無限責任会社)は、各会計期間について会社登記所に計算書類
を提出しなければなりません。

一般的には、取締役が用意する計算書類には、次のものを含めなければなりません :

・  取締役会報告書 (会社に小会社としての資格がない場合には事業概観を添付 )

・  監査報告書 (会社が、監査が免除される小会社、休眠会社、非営利の公共部門の会社である
場合を除く)

・  損益計算書 (または、会社が収益目的の商取引をしていない場合は収支計算書)

・  取締役の署名がされた貸借対照表

・  計算書類注記

・  グループ計算書類 (適切な場合 )

上易公開会社なも /_~、 取締役報酬報告ぎをた炭ιな′ノれ′ガケクま磁 。

すべての会社が、これらを会社登記所に提出する必要があるわけではありません :′]ヽ会社、中規模会社、
非上場会社、上場会社について、異なる規則が存在しますc

注 一 この手引きには、これらの書類に含めないといけない詳細情報について詳しく述べられていませ
ん ― これについては、「2006年会社法」と関連法規を参照してくださぃ。

われわれの「計算書類と計算の基準 日」に関する手引きでは、計算書類の作成と提出および提出の免除
について詳ししν情報が提供されていますが、これらの書類に含めなければならない詳細情報には踏み込
んでいません 一 これについては、関連する法規制を確認していただく必要があります。また、会計士に
相談してアドバイスを受けることを検討されるのもいいでしょう。

監査免除の計算書類、簡易計算書類、休眠会社計算書類 (DCA)は 、オンラインで提出することができま
す。会社が計算書類をオンラインで提出できる場合は、損益計算書には、紙の計算書類上では取締役の
署名が求められる箇所に、会社認証コードを含めなければなりません。入手方法と登録の詳細について、
詳しくは、われわれのウェブサィトと訪れてください。

取締役は、計算書類を作成し会社登記所に提出する個人的責任を負っています。それを怠った場合に
は、その取締役に刑事上の有罪判決、犯罪歴がもたらされる可能性があり、会社にとっては罰金という結
果になります。

2。 年次届出書 (フォーム 363)

各会社は、少なくとも 12か月に 1回、会社登記所に年次届出書を提出しなければなりません。会社は、
届出書が作成された日から提出までに 28日 の猶予があります。すべての会社は、年次届出書とともに、
30ポンド(または、ソフトゥェァ提出もしくはWebFilingサ ービス利用者については 15ポンド)の毎年の書
類処理手数料を支払わなければなりません。  (

年次提出書と年次計算書類は、両方とも会社登記所に提出しなければならない異なる書類ですので、両
者を混同しないでください。
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作成 日が2008年 10月 1日 以降の年次届出書については、会社の株主について与えるべき情報に変更

がありますc年次届出書の変更点に関する詳細については、私たちの「年次届出書」の手引きを参照して

くださいc

会社が届壺 i二必要な条件を満たすのを助けるために、われわれから会社の登記されている事務所に手

紙を送り、年次届出書の提出期限について注意を喚起します。ソフトウェア提出またはWebFilingサ ービ

スを使うことが最も簡単な選択肢であるため、その手紙では、それらを使つて電子的にフォームを提出す

る方法についてアドバイスを提供します。オンラインで提出できない場合は、連絡センター (03031234

ЮO)に年次届出書の紙のコピーを依頼することができます。

注意 :現在、登記されている会社でわれわれの WebFilingサ ービスが利用できないのは少しの割合です。

詳しくは、われわれのウェブサイトを訪れてください。

年次届出書を提出するのが遅れたり、まったく提出しなかつた場合、会社とその取締役、総務役は告訴さ

れることがあります。

計算基準 日の変更 ― フォーム 225

各会社には、その会社の会計年度が決められる日付である計算基準 目があります。会社は、毎会計年度

の計算書類を作成しなければなりません。計算基準日は、計算基準日変更フォーム(フォーム225)を使う

ことによつて変更することができます。詳細については、われわれの「計算書類と計算基準日Jに関する手

引きをご覧ください。

登記事務所の変更 一 フォーム287

すべての会社は、登記された事務所を持つていなければなりません。それは、あらゆる公式の文書、通知、

裁判書類が送られなければならない会社の“本拠地"ですcその住所は、私書箱ではなく、物理的な場所

でなければなりませんっこれは、人々には、何らかの登記簿や書類を調べたり、書類を手渡しで届けるた

めに、その事務所を訪れる権利があるからです。

登記事務所 |ま 、記入済みのフォーム 287を会社登記所に提出することによつて変更することができますc

変更は、われわれがそのフォームを登録して初めて法的に有効となります。フォームの登録後 14日 間は、

以前の登記住所に宛てて、会社にどのような文書でも有効に送達することができます.

取締役と総務役、および、取締役と総務役の個人的な詳細情報の変更 一 フォーム 288a、 288b、 288c

会社の取締役または総務役のどのような変更も、会社登記所に通知しなければなりませんc

・  フォーム288(a)は 、役員の任命用

・  フォーム 288(b)は 、役員の任命の終結用 (退職、解雇、死亡など)

・ フ十一ム288(c)は 、氏名の変更や新しい現住所など、役員の個人的な詳細情報の変更用

丁 干 i」 =卜 t■面十るあらゆる変更は、その変更から14日 以内に届け出なければなりません。上記の

Ii~~― l lヽ
~ebFilingを

通じてまたは適切なソフトウェア提出ノくッケージを使って、オンラインで会

■■::三 =二 1三 二J「 三二二|」 できます「
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Proofは 、登記官の PR00F(PROtected On-line Filing:保 護されたオンライン提出)構槻 tゴЪ[球っ
て、取締役の詳細と、電子的に配信される文書のための事務所の登記住所の届け出に関連して、追加
の安全性を提供します。

会社取締役は、会社で重要な地位を占めています。取締役は、会社を代表して仕入れをしたり、信用協
定を結んだりする権限を持っています。同様に、事務所の登記住所も、それがあらゆる公式の通信が送ら
れてくる住所であるため重要です。

会社登記所で保有している記録は、信用取引や融資が行われる前に、会社とその取締役の合法性を確
認するために使われることがあります。そのため、それらの記録が正しいことが重要です。違う人が自分自
身を会社取締役として記録に載せたり、嘘の事務所登記住所が届けら稲 と、会社は詐欺の被害に遭い
やすくなります。

合法的な取締役を装う詐欺師と闘うために、会社登記所では、会社に、取締役の変更と事務所の登記住
所の変更を通知するための無料の完全電子化された安全なシステムを提供しています3会社がこれらを
インターネットのみで通知することを選んだ場合には、それらは電子的なコードで守られ、われわれは、そ
の会社が他の形態で届け出る通知を受け付けなくなります。

それには、取締役の変更や事務所の登記住所の変更が安全な電子的方法で届けられた場合にのみ、
会社登記所が受け付け、紙のフォームでは絶対に受け付けないようにするために、「選択」フォーム(PRl)
に記入し、利用条件に同意していただく必要があります3「選択ニフォームと利用条件は、われわれのウェ
ブサイトからか、03031234500に 電話することによって、入手していただけます。記入済みのフォームは、
会社登記所に返送していただかなければなりませんcこのサービスは任意です。禾J用 はいつでもやめるこ
とができますし、そうなれば、会社登記所は、会社から、電子的に、または紙のフォームで届け出られた通
知を受け付けるやり方に戻ります。

2009年半ばからは、この紙をベースとしたプロセスは電子的なシステムに変更される予定です。この構想
の条件に同意されたなら、WebFilingサ ービスの適切なウェブ・ページの中で、電子的に IDroOfに サイ
ン・アップしたり、その不J用 をやめたりできるようになります。

‐[11:三 11月
_    ― =25ベ ージ


